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（１）２回目以降の購入を希望する際に提出する職務上請求書控え綴りについて、誤記入や

不明瞭な記載の頻出、その他使用方法又は記載内容に疑義が見受けられた場合、また、

基準を超える使用頻度 が確認された場合には、職務上請求書払出しの可否につい

て審査がなされます。 
 

 

基準を超える使用頻度 の基準について 

 
① 基準冊数 
 
１年間で１０冊又は１か月間で２冊（法人の場合は１社員当たりの冊数） 

 

② 基準を超える使用があった場合の確認方法 
 

a）１年間で１０冊を超えたとき 
… 理由書及び請求に係る業務の内訳の提出を求められます。 

b）１年間で２０冊又は１か月間で２冊を超えたとき 
… 理由書及び事件簿の提出を求められます。 

 

③ 日行連への報告 
１年間に２０冊を超える使用があった場合、当該会員の氏名、登録番号、理由書、
その他必要な事項が各単位会から日行連に報告されます。 

 
 

（２）審査の結果、疑義が解消されなかった場合、一定期間、職務上請求書の払出しが凍結さ

れることがあります。 

昨年、会員による職務上請求書の不正使用事件が発生したことを受け、再発防止を目的とし

て日本行政書士会連合会職務上請求書の適正な使用及び取扱いに関する規則（以下「規則」と

いう。）が一部改正・施行されることとなりました。会員の皆様におかれましては、当該規則

に基づいた新たな取扱いをお願いすることになります。 

 

つきましては、この度の変更となりました取扱い内容をご案内しますので、ご参照の上、職

務上請求書の適正な使用について励行いただくとともに、ご理解・ご協力を賜りますようあら

ためてお願い申し上げます。 
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職務上請求書の使用上及び保管・管理上の責務への違背の疑義により単位会長から求め

られた場合、未使用の職務上請求書（一部使用済みのものを含む。）、職務上請求書の使

用済み控え、事件簿、領収証の控えその他必要な書類を提出しなければなりません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）職務上請求書の不適切な使用又は管理を理由として都道府県知事又は単位会長から処分

がなされた場合、保有している未使用の職務上請求書（一部使用済みのものを含む。）の

すべてを、単位会にすみやかに返戻しなければなりません。 

 

（２）以下に掲げる期間において、職務上請求書の購入及び使用が禁止されます。 

 

 

① 知事処分 
 

・戒告（法第１４条第一号、法第１４条の２第一号） 
⇒ 処分の日から２年  

・２年以内の業務の停止、２年以内の業務の全部又は一部の停止、当該都道府
県の区域内にある当該行政書士法人の事務所についての２年以内の業務の
全部又は一部の停止（法第１４条第二号、法第１４条の２第１項第二号、同
条第２項第二号） 
⇒ 業務の停止の日から期間終了の翌日より４年  

・業務の禁止（法第１４条第三号） 
⇒ 欠格事由に該当するため行政書士登録は抹消となるが、その後再登録さ

れた場合であっても、職務上請求書の購入及び使用は禁止される。  
 

② 単位会長処分 
 

・訓告 ⇒ 処分の日から２年 
・会員権の停止処分 ⇒ 会員権の停止の日から期間終了の翌日より２年 
・廃業勧告、解散勧告 ⇒ 以後、職務上請求書の購入及び使用は禁止される。
一度廃業し再登録した場合であっても、購入及び使用の禁止は継続される。 

 

 

 

以 上 
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（様式１） 

理由書 

（１年間のうちに職務上請求書の使用冊数が基準冊数を超えた場合） 

 

登録番号 第        号 

         氏  名            

 

１．基準冊数を超えた理由 

（①～③に〇を付け、詳細を下段の枠に記入） 

① 主な取扱い業務が、職務上請求書を頻繁に使用する業務である。 

② 受任した業務が職務上請求書を 大量 に使用するものであった。 

③ その他  

 

具体的な業務の種類、「その他」の内容等 

 

 

 

 

 

２．基準冊数を超える見込みとなった時期 

 

①年度当初より見込んでいた 

②  年  月頃 

 

３．実際に基準冊数を超えた時期 

 

① 10 冊を超えた時期            年  月 

② 20 冊を超えた時 期       年  月 

③ １か月で２冊を超えた時期    年  月 

 

以上 
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（様式２） 

請求に係る業務の内訳書 

 

登録番号 第        号 

         氏  名            

 

１．業務の種類 

使用した業務の種類 件数（概数） 

  

  

  

  

  

  

  

  

 

 

２．依頼者の種別 

 

① 個人からの依頼 〔件数（概数）         〕 

② 法人からの依頼 〔件数（概数）         〕 

 

３．依頼１件あたりの平均的な職務上請求書の使用枚数（概数） 

 

〔                            枚〕 

 

以上 
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職務上請求書の適正な使用及び
取扱いに関する規則 

 

目 次 

第１章 総則（第１条-第２条） 

第２章 行政書士の責務 

第１節 使用上の責務（第３条-第９条） 

第２節 保管･管理上の責務（第 10 条-

第 17 条） 

第３章 単位会への頒布（第18条-第19条） 

第４章 購入及び単位会による払出し事務

（第 20 条-第 27 条） 

第５章 単位会及び日本行政書士会連合会

における管理（第 28 条-第 33 条） 

第６章 責務違背等に対する措置（第 34 条

-第 35 条） 

第７章 単位会会則等への委任（第 36 条-

第 37 条） 

附 則 

 

第１章 総 則 

（目的） 

第１条 この規則は、日本行政書士会連合会（以

下「本会」という。）会則第 61 条の２の規定

に基づき、「戸籍謄本・住民票の写し等職務上

請求書」（以下「職務上請求書」という。）の

適正な使用及び取扱いに関し必要な事項を定

める。 

（職務上請求書） 

第２条 この規則において「職務上請求書」と

は、戸籍、除籍若しくは原戸籍の謄本若しく

は抄本等又は住民票、除票若しくは戸籍の附

票の写し等（以下「戸籍謄本等」という。）の

請求が、行政書士又は行政書士法人として職

務上必要な場合に使用する用紙であって、本

会が作成したものをいう。 

２ 職務上請求書は、様式第１号のとおりとし、

第 18 条に規定する単位会からの必要冊数の

報告に基づき、頒布するものとする。 

３ 削除 

 

第２章 行政書士の責務 

 第１節 使用上の責務 

（様式の自己作成の禁止） 

第３条 行政書士又は行政書士法人は、職務上

請求書のほかに自ら職務上請求書の様式を作

成し又は職務上請求書を複写し、これを使用

に供してはならない。 

（使用上の責務） 

第４条 行政書士又は行政書士法人は、職務上

請求書の使用及び管理にあたっては、戸籍法

（昭和 22 年 12 月 22 日号外法律第 224 号）、

同法施行規則（昭和 22 年 12 月 29 日号外司法

省令第 94 号）、住民基本台帳法（昭和 42 年７

月 25 日法律第 81 号）、戸籍の附票の写しの交

付に関する省令（昭和60年12月13日法務省、

自治省令第１号）、住民基本台帳の一部の写し

の閲覧及び住民票の写し等の交付に関する省

令（昭和 60 年 12 月 13 日自治省令第 28 号）

及び行政書士法（昭和 26 年２月 22 日法律第

４号。以下「法」という。）等の趣旨を十分に

理解し、本規則を遵守しなければならない。 

（使用の制限） 

第５条 行政書士又は行政書士法人は、職務上

請求書を、その職務上必要な請求に限り使用

できるものとし、これ以外の請求や、身元調

査等、人権侵害のおそれがある使用は、これ

を行ってはならない。 

２ 削除 

３ 行政書士又は行政書士法人で他士業の兼業

者は、他士業の職務を行うにあたっては、本

会が作成した職務上請求書を使用してはなら

ない。 

４ 行政書士法人にあっては、単位会を超えて

複数事務所間で、職務上請求書を共用しては

ならない。 

（使用者） 

第６条 個人開業の行政書士（行政書士の使用

人である行政書士又は行政書士法人の社員若

しくは使用人である行政書士以外の行政書士

をいう。以下において同じ。）又は行政書士法

人は、職務上請求書を、当該行政書士本人若

-5-



 

しくはその使用人である行政書士又は当該行

政書士法人若しくはその使用人である行政書

士以外の者に使用させてはならない。 

２ 行政書士又は行政書士法人が職務上請求書

を使用して戸籍謄本等を請求する際、当該行

政書士又は行政書士法人の使者とすることが

できる者は、当該行政書士又は行政書士法人

の補助者（法施行規則第５条又は第 12 条の３

に規定する「補助者」をいう。）のみとする。 

（行政書士証票等の提示） 

第７条 行政書士又は行政書士法人は、職務上

請求書を使用して行政庁窓口に出向き戸籍謄

本等を請求する場合は、行政書士にあっては

徽章を着用するとともに、行政書士証票又は

単位会が発給した会員証を、行政書士法人に

あっては有効な登記事項証明書等を提示しな

ければならない。 

２ 使者として補助者を行政庁窓口に出向かせ

る場合は、補助者章を着用させるとともに、

単位会が発給した補助者証を提示させなけれ

ばならない。 

（記載） 

第８条 行政書士又は行政書士法人は、職務上

請求書に、不実の記載をしてはならない。 

２ 職務上請求書の利用目的の種別欄等各欄は、

行政書士又は行政書士法人の職務上請求に該

当することが明確になるよう、具体的に記載

しなければならない。 

３ 職務上請求書には、本会が定める「記入要

領」に反した記載（記入要領の定めにより記

載することとされた事項を記載しないことを

含む。）をしてはならない。 

４ 職務上請求書の記載内容について、提出し

た行政庁窓口等から質問を受けたときは、こ

れに誠実に回答しなければならない。 

（戸籍謄本等の送付先） 

第９条 行政書士又は行政書士法人は、職務上

請求書を使用して郵便により戸籍謄本等を請

求する場合は、戸籍謄本等の送付先を、請求

者である行政書士の事務所又は行政書士法人

の主たる事務所若しくは従たる事務所宛とし

なければならない。 

 

 第２節 保管･管理上の責務 

（譲渡等の禁止） 

第 10 条 行政書士又は行政書士法人は、職務上

請求書を、何人にも譲り渡し、又は貸与して

はならない。 

（適正な管理） 

第 11 条 行政書士又は行政書士法人は、職務上

請求書の盗難、紛失又は毀損を防止するよう、

適切に管理しなければならない。 

２ 個人開業の行政書士又は行政書士法人は、

その使用人である行政書士又は補助者が当該

行政書士又は行政書士法人の管理に属する職

務上請求書に関して行った行為については、

その責任を負わなければならない。 

３ 職務上請求書の綴りは、使用中のものを含

めて、個人開業の行政書士である会員は２冊

まで、行政書士法人である会員は２冊に加え

て所属する社員行政書士の人数に２を乗じた

数まで、所有することができるものとする。 

（帳簿への記録） 

第 12 条 個人開業の行政書士又は行政書士法

人は、受託事件に関して職務上請求書を使用

したときは、法第９条又は第 13 条の 17 に規

定する帳簿に、その使用した職務上請求書の

払出し番号を記載しなければならない。 

（使用済み控えの保管） 

第 13 条 個人開業の行政書士又は行政書士法

人は、職務上請求書の使用済み控えを、２年

間保管しなければならない。 

２ 前条の事件簿及び前項の控えについて、所

属単位会等からの提出要請があったときは、

これに応じなければならない。 

（報告及び届出義務） 

第 14 条 個人開業の行政書士又は行政書士法

人は、自己の職務上請求書が盗難に遭ったと

き又は紛失したときは、その旨を、速やかに

所属する単位会に報告するとともに、発生地

管轄の警察署に盗難届出書又は遺失物届出書

を提出しなければならない。 
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２ 自己の職務上請求書が第三者により使用さ

れたことを知ったとき又はそのおそれがある

ことを知ったときは、その旨を、速やかに所

属する単位会に報告しなければならない。 

（返戻義務） 

第 15 条 個人開業の行政書士又は行政書士法

人は、次の各号のいずれかに該当することと

なったときは、保有している未使用の職務上

請求書（一部使用済みのものを含む）のすべ

てを、所属する単位会に速やかに返戻しなけ

ればならない。 

一 法第６条の５の規定により登録が取り消

されることとなったとき 

二 法第７条の規定により登録が抹消される

こととなったとき又は法第 13 条の 19 の規

定により解散することとなったとき 

三 都道府県知事から、職務上請求書の不適

正な使用又は管理を理由とする、法第 14

条又は第 14 条の２の規定に基づく懲戒処

分を受けたとき 

四 単位会長から、職務上請求書の不適正な

使用又は管理を理由とする、単位会会則の

規定に基づく処分を受けたとき 

第 16 条 削除 

（戸籍謄本等の取扱い） 

第 17 条 行政書士又は行政書士法人は、交付を

受けた戸籍謄本等については、特段の注意を

もって取り扱い、職務上必要な場合を除き、

何人にも譲り渡し、閲覧させ、複写させ、又

は貸与してはならない。 

 

第３章 単位会への頒布 

（必要冊数の報告） 

第 18 条 単位会は、毎年２月に、次年度に払出

しが予見される冊数について、本会にこれを

報告するものとする。 

（頒布の管理） 

第 19 条 本会は、単位会に頒布した職務上請求

書の払出し番号について管理するものとする。 

 

第４章 購入及び単位会による 

払出し事務 

（払出し事務の取扱い） 

第 20 条 職務上請求書の払出し事務は、単位会

のみが取り扱うこととする。この場合におい

て、個人開業の行政書士については、その所

属する単位会が、行政書士法人については、

主たる事務所又は従たる事務所の所在地の単

位会が、第 25 条に定める払出し可能冊数につ

いて、それぞれ取り扱うこととする。 

２ 職務上請求書購入の申込み及び受け取りは、

購入希望者である個人開業の行政書士本人又

は当該行政書士法人に限るものとする。 

（払出し履歴の管理） 

第 21 条 単位会は、職務上請求書の使用頻度

を確認するため、会員毎に「払出し履歴管理

表」（様式例）を作成し、購入履歴を管理する

ものとする。 

２ 「払出し履歴管理表」で管理すべき事項は、

次に掲げるとおりとする。ただし、単位会の

実情により管理する事項を加えることを妨げ

ない。 

一 申込日、払出日、払出方法及び郵送によ

る払出しの場合は配達結果 

 二 払出し番号 

 三 控え綴りの確認日 

 四 第 24 条に規定する審査結果 

３ 職務上請求書の購入履歴のある行政書士又

は行政書士法人が、他の都道府県の区域内に、

行政書士にあっては事務所、行政書士法人に

あっては主たる事務所又は従たる事務所を移

転したときは、「払出し履歴管理表」を閉鎖し

て移転先の単位会に「払出し履歴管理表」の

写しを送付し、閉鎖した「払出し履歴管理表」

を２年間保管するものとする。 

４ 事務所移転により「払出し履歴管理表」の

写しの送付を受けた単位会は、当該「払出し

履歴管理表」に基づき新たな「払出し履歴管

理表」を調製するとともに、当該会員の職務

上請求書の保有冊数を管理するものとする。 

（購入申込み） 

第 22 条 職務上請求書の購入を希望する個人
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開業の行政書士又は行政書士法人は、「購入申

込書」（様式第２号）に必要事項を記入し、「誓

約書」（様式第３号）の内容を確認して次に掲

げる者が署名した後、それぞれに職印を押印

したもの及び会則第 62 条の２第３項に定め

る倫理研修を修了したことを証する書類を添

えて所属する単位会に提出しなければならな

い。 

一 個人開業の行政書士 当該行政書士本人 

二 行政書士法人 当該行政書士法人の社員

（代表する社員がある場合はその者） 

２ ２回目以降の購入を希望する個人開業の行

政書士又は行政書士法人は、前項の「購入申

込書」、「誓約書」及び会則第 62 条の２第３項

に定める倫理研修を修了したことを証する書

類に加え、職務上請求書の使用済み控え綴り

を所属する単位会に提出し、所管部署による

記載内容の確認を受けなければならない。 

（不完全な使用済み控え綴りの取扱い） 

第 23 条 ２回目以降の購入を希望する個人開

業の行政書士又は行政書士法人は、切り離し

等により、使用済み職務上請求書の控え綴り

が払出しを受けた枚数に満たない場合は、切

り離した職務上請求書の控え１枚につき「控

え用紙紛失報告書」（様式第４号）１枚を作成

し、使用済みであることを証明する帳簿の写

しを添えて、その請求内容を単位会長に報告

しなければならない。  

２ 使用済み職務上請求書の控え綴りのうち、

依頼者の氏名又は名称等利用目的の種別欄及

び提出先又は提出先がない場合の処理が未記

入のものがある場合には、未記入の職務上請

求書の控え１枚につき「利用目的の種別欄等

未記入理由書」（様式第５号）１枚を作成し、

その未記入の理由を単位会長に報告しなけれ

ばならない。 

３ 紛失等により使用済み職務上請求書の控え

綴りを提出できない場合は、「顛末書」を作成

し、使用済みであることを証明する帳簿の写

しを添えて、その理由を単位会長に報告しな

ければならない。 

４ 単位会は、「控え用紙紛失報告書」、「利用目

的の種別欄等未記入理由書」又は「顛末書」

が付された購入申込みを受けたときは、これ

を単位会長に報告するものとする。 

（払出しに伴う確認及び審査） 

第 24 条 職務上請求書の購入申込みを受けた

単位会は、必要書類の確認を行い、書類の不

足又は次に掲げる事項に該当する場合には、

単位会長に報告し、所管部署において払出し

の可否について審査を受けるものとする。こ

の場合において、単位会長は、提出書類に基

づき審査を行い、一定期間払出しを凍結する

ことができる。 

一 行政書士又は行政書士法人業務と認めら

れない利用目的の種別欄等 

二 誤記入や不明確な記載の頻出、その他使

用方法又は記載内容に疑義のあるもの 

三 基準を超える使用頻度 

四 前条に規定する「控え用紙紛失報告書」、

「利用目的の種別欄等未記入理由書」又は

「顛末書」が付された購入申込み 

２ 単位会長は、前項の審査を行ってもなお疑

義がある場合には、職務上請求書の払出しは

行わない。 

３ 第１項の審査結果は、第 21 条に規定する

「払出し履歴管理表」に記入するものとする。 

４ 第１項第三号に定める使用頻度の基準は、

指針に定める。 

（払出し冊数の制限） 

第 25 条 単位会は、１回の購入申込みに対し、

個人開業の行政書士である会員は２冊を、行

政書士法人である会員は２冊に加えて所属す

る社員行政書士の人数に２を乗じた数を超え

て払い出してはならないものとする。 

（郵送による購入申込み） 

第 26 条 個人開業の行政書士又は行政書士法

人は、所属する単位会が郵送による購入申込

みの受付を認めている場合に限り、郵送によ

る購入申込みをすることができるものとする。 

２ 前項の申込みは、簡易書留郵便を利用して、

「購入申込書」、「誓約書」及び職務上請求書
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の使用済み控え綴りを郵送しなければならな

い。 

（郵送による払出し） 

第 27 条 単位会は、郵送による払出しを行うと

きは、新たに払い出す職務上請求書とともに、

購入申込みの際に提出された職務上請求書の

使用済み控え綴りを返却するものとする。 

２ 前項の郵送は、本人限定受取郵便を利用す

る等、行政書士本人又は当該行政書士法人に

確実に渡る手段によるものとする。 

３ 行政書士法人に対する前項の郵送は、第 22

条第１項第二号に掲げる者をその名あて人と

する。 

（職務上請求書関係事務取扱責任者）  

第 27 条の２ 本会は、職務上請求書の払出しそ

の他の関係事務の責任者として職務上請求書

関係事務取扱責任者を置き、本会における職

務上請求書の不正使用防止に向けた取組みの

指揮、職務上請求書払出し時の使用済み控え

綴りの確認体制の管理等をさせるものとする。  

２ 職務上請求書関係事務取扱責任者は、総務部

長をもってこれに充て、その業務を総務部に

行わせるものとする。  

３ 単位会は、単位会における単位会職務上請求

書関係事務取扱責任者を置くとともに、職務

上請求書関係事務の所管部署を定めるものと

する。 

 

第５章 単位会及び日本行政書士会 

連合会における管理 

（守秘義務） 

第 28 条 本会及び単位会の会長、役員及び事務

局職員は、行政書士又は行政書士法人の職務

上請求書の取扱いに関して知り得た情報につ

いて、当該行政書士又は行政書士法人の職務

上の秘密及び権利を不当に侵害することがな

いよう、特段の注意を払わなければならない。 

（返戻の要求） 

第 29 条 単位会は、第 15 条に定める返戻義務

を履行しない行政書士又は行政書士法人に対

し、返戻を求めることができる。 

２ 死亡により登録を抹消されることとなった

行政書士又は解散により退会することとなっ

た行政書士法人が所有していた職務上請求書

は、その親族等又は社員等に返戻を求め、所

在不明等の理由により返戻されない場合又は

返戻された綴りに不足がある場合は、当該親

族等又は社員等に発見次第返戻する旨の念書

を求めることができる。 

（返戻された職務上請求書の取扱い） 

第 30 条 単位会は、第 15 条の規定により返戻

された職務上請求書の綴りが全て未使用だっ

たときは、これを裁断処理するものとする。 

２ 返戻された職務上請求書の綴りが、一部使

用済みのものであったときは、未使用分を裁

断処理した後、当該個人開業の行政書士又は

行政書士法人が控えを２年間保存するために、

これを返却するものとする。ただし、第 15

条第３号又は第４号に基づき職務上請求書が

返戻された場合において、正当な理由がある

ときは、返却を留保することができる。 

３ 前２項により裁断処理したときは、その履

歴を当該会員に係る「払出し履歴管理表」を

含む管理簿に記載するものとする。 

４ 返戻された職務上請求書の購入費用につい

ては、これを返金しないものとする。 

（盗難等の報告及び未返戻の取扱い） 

第 31 条 単位会長は、個人開業の行政書士又は

行政書士法人から第 14 条に規定する報告を

受けたとき又は第 15 条に規定する返戻義務

（死亡による登録抹消又は解散による退会に

よりその親族等又は社員等が返戻すべきもの

を含む。）が履行されないときは、次に掲げる

先に連絡又は報告し、周知を図ることとする。

行政書士又は行政書士法人が職務上請求書を

用いて不正に戸籍謄本等の交付を受けたと認

められる場合及び行政書士又は行政書士法人

が職務上請求書を不正に第三者に譲り渡した

と認められる場合も、同様とする。 

一 当該地区管轄の法務局又は地方法務局 

 二 当該都道府県 

 三 日本行政書士会連合会 
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 四 その他単位会長が必要と認めた先 

２ 本会は、前項の規定により単位会長から受

けた報告について、総務省自治行政局に報告

し、周知を図ることとする。 

（盗難等の報告の公表） 

第 31 条の２ 本会は、前条に基づく盗難若しく

は紛失又は未返戻（以下「盗難等」という。）

の報告を受けたときは、次に掲げる事項を公

表するものとする。ただし、公表は、現に有

効な職務上請求書様式に関するものに限るも

のとする。 

 一 盗難等の届出年月日 

二 所属する単位会 

三 盗難等にかかる用紙の払出し番号 

２ 前項に規定する事項は本会のインターネッ

ト上のホームページに掲載することで公表す

るものとする。 

（払出し実態の報告） 

第 32 条 単位会長は、各年度末に、次に掲げる

事項を本会に報告するものとする。 

一 総払出し冊数 

二 第 31 条により法務局等に届け出た者の

氏名又は名称及び払出し番号 

三 疑義事案とその対応 

四 その他、報告が必要と思われる事項 

（適正使用の徹底） 

第 33 条 本会及び単位会は、本規則を会報やホ

ームページに掲載し、職務上請求書の適正な

使用を図るとともに、研修会等で周知徹底を

図るよう努めるものとする。 

 

第６章 責務違背等に対する措置 

（疑義ある事案への措置） 

第 34 条 第３条から第 17 条に規定する責務に

違背することは、行政書士又は行政書士法人

の信用又は品位を害し、行政書士又は行政書

士法人たるにふさわしくない重大な非行に該

当するものであることから、単位会長は、当

該違背の疑義がある行政書士又は行政書士法

人に対し、職務上請求書の使用状況等の報告

を求め、必要に応じて措置を講ずることがで

きる。 

２ 前項の措置を講ずるにあたり、当該行政書

士（当該行政書士が使用人である行政書士の

場合は、その者を使用する個人開業の行政書

士）又は行政書士法人に対し、未使用の職務

上請求書（一部使用済みのものを含む。）、職

務上請求書の使用済み控え、事件簿、領収証

の控えその他必要な書類の提出を求めること

ができる。 

（購入及び使用の禁止） 

第 35 条 職務上請求書の不適正な使用又は管

理を理由として都道府県知事又は単位会長か

ら処分された行政書士又は行政書士法人は、

第 15 条の規定に基づき職務上請求書の返戻

義務が課されるとともに、次に掲げる期間に

おいて、職務上請求書の購入及び使用を禁止

するものとする。 

一 法第 14 条第一号又は第 14 条の２第一号

の処分は、処分の日から２年 

二 法第 14 条第二号又は第 14 条の２第二号

の処分は、業務の停止の日から期間終了の

翌日より４年 

三 単位会会則に基づく訓告処分は、処分の

日から２年 

四 単位会会則に基づく会員権の停止処分は、

会員権の停止の日から期間終了の翌日より

２年 

 

２ 過去に職務上請求書の不適正な使用又は

管理を理由として都道府県知事による法第

14 条第三号の処分又は単位会会則に基づく

廃業勧告処分若しくは解散勧告処分を受け

たことがある行政書士又は行政書士法人は、

職務上請求書の購入及び使用を禁止する。 

 

第７章 単位会会則等への委任 

（単位会会則等への委任） 

第 36 条 本規則に定める事項のほか、払出しの

方法、条件及び管理方法等については、単位

会の会則及び規則等の定めによるものとする。 

（事務局への委任） 
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第 37 条 単位会は、職務上請求書の払出し事務

及び管理等について、これを事務局に行わせ

ることができる。ただし、第 24 条第１項に定

める必要書類（提出書類、使用済み控え綴り）

の確認を除く。 

 

附   則 

この規則は、平成 17 年７月 20 日から施行

する。 

附   則 

この規則は、平成 18 年１月 19 日から施行

する。 

附   則 

この規則は、平成 18 年７月 19 日から施行

する。 

附   則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成 20 年５月１日から施行す

る。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現にある職務上請求書

は、平成 20 年 10 月 31 日までの間、様式 1

号の〔依頼者について該当する事由〕及び〔上

記に該当する具体的事由〕を、別に定める方

法により記載することにより、使用すること

ができる。 

附   則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成 21 年４月 22 日から施

行する。 

（現に払い出されている職務上請求書

に関する経過措置） 

２ この規則の施行前に行政書士法人の社員で

ある行政書士又は使用人である行政書士に払

い出された職務上請求書の使用、管理及び保

管については、なお従前の例による。 

附   則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成 24 年１月 19 日から施行

する。 

（現にある職務上請求書の取扱い） 

２ この規則施行の際現にある職務上請求書は、

これを使用することができる。 

附   則 

（施行期日） 

１ この規則は、住民基本台帳法の一部を改正

する法律（平成 21 年法律第 77 号）の施行の

日（平成 24 年７月９日）から施行する。 

（現に払い出されている職務上請求書等に

関する経過措置） 
２ この規則の施行の際、現に行政書士又は行

政書士法人に払い出された旧様式の職務上請

求書及び単位会と本会が保管する旧様式の職

務上請求書は、平成 25 年３月 31 日までの期

間に限り、これを使用することができるもの

とする。 
この場合において、外国人住民の住民票の

写し等を交付請求するときは、旧様式第１号

（第２条第２項関係）＜原紙＞中、「住民基本

台帳法第 12 条の３第７項による基礎証明事

項以外の事項（４）」内の「□本籍」の後ろに

「又は国籍・地域」の文言を、請求者が追記

するものとする。 

附   則 

この規則は、平成 26 年７月 17 日から施行

する。 

 附   則 

  （施行期日） 

この規則は、理事会の承認があった日（平

成 26 年 11 月５日）から施行し、平成 26 年

10 月 14 日から適用する。 

附   則 

この規則は、平成 30 年４月 18 日から施行

する。 
 附   則 

  （施行期日） 

この規則は、平成 31 年４月 24 日から施行

する。 

附   則 

（施行期日） 

この規則は、令和元年 11 月 13 日から施行

する。 
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附   則  

この規則は、会則認可の日（令和４年８月

31 日）から施行する。ただし、第 22 条の改

正規定は、会則認可の日から起算して１年を

経過した日から施行する。
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№ ＊＊－＊＊＊＊＊＊＊ 
 

戸 籍 謄 本(戸籍法第 10 条の 2第 3 項） 

住民票の写し(住民基本台帳法第 12 条の 3第 2 項) 

  
令和  年  月  日 

請 求 の 種 別 
□戸籍 □除籍 □原戸籍 謄 本 ・ 抄 本 

通□住民票 □除票 □戸籍の附票       の写し 
□住民票記載事項証明書 

本籍 ・ 住所  （1）  

筆頭者の氏名 
世帯主の氏名  （2） 

 

請求に係る者 
の氏名・範囲  （3） 

ﾌﾘｶﾞﾅ  
範 

囲 

 

氏 名 
 
 
 

年    月    日生 
住民基本台帳法第 12 条の

3 第 7 項による基礎証明事

項以外の事項     （4） 

□世帯主 □世帯主の氏名及び世帯主との続柄 □本籍又は国籍・地域 

□その他（                        ） 

利 用 目 的 の 種 別 請求に際し明らかにしなければならない事項 

戸籍法第 10 条の 2 第 1
項等、住民基本台帳法第

12 条の 3 第 1 項等によ

る業務を遂行するため

に必要な場合     （5） 

業務の種類： 
依頼者の氏名又は名称： 
依頼者について該当する事由 
□権利行使又は義務履行 □国等に提出 □その他正当な理由 
上記に該当する具体的事由： 

提出先又は提出先が 
ない場合の処理 （6） 

 

請 求 者       （7） 
事務所所在地 
事 務 所 名 
行政書士氏名  

行政書士会所属 
 
 
 
                           職印 

登 録 番 号 
及び電話番号     （8） 

登録番号 
第           号 

               

電話番号 
      －    －     

補 助 者 
事務所所在地 
氏    名 

 
 
 

印 

マーク 

様式第 1 号（第 2 条第 2 項関係）

＜原紙＞

日本行政書士会連合会統一用紙

０３（６４３５）７３３０ 

等職務上請求書 

              長 殿

-13-



 

№ ＊＊－＊＊＊＊＊＊＊ 
 

戸 籍 謄 本(戸籍法第 10 条の 2第 3 項） 

住民票の写し(住民基本台帳法第 12 条の 3第 2 項) 

  
令和  年  月  日 

請 求 の 種 別 
□戸籍 □除籍 □原戸籍 謄 本 ・ 抄 本 

通□住民票 □除票 □戸籍の附票       の写し 
□住民票記載事項証明書 

本籍 ・ 住所  （1）  

筆頭者の氏名 
世帯主の氏名  （2） 

 

請求に係る者 
の氏名・範囲  （3） 

ﾌﾘｶﾞﾅ  
範 

囲 

 

氏 名 
 
 
 

年    月    日生 
住民基本台帳法第 12 条の

3 第 7 項による基礎証明事

項以外の事項     （4） 

□世帯主 □世帯主の氏名及び世帯主との続柄 □本籍又は国籍・地域 

□その他（                        ） 

利 用 目 的 の 種 別 請求に際し明らかにしなければならない事項 

戸籍法第 10 条の 2 第 1
項等、住民基本台帳法第

12 条の 3 第 1 項等によ

る業務を遂行するため

に必要な場合     （5） 

業務の種類： 
依頼者の氏名又は名称： 
依頼者について該当する事由 
□権利行使又は義務履行 □国等に提出 □その他正当な理由 
上記に該当する具体的事由： 

提出先又は提出先が 
ない場合の処理 （6） 

 

請 求 者       （7） 
事務所所在地 
事 務 所 名 
行政書士氏名  

行政書士会所属 
 
 
 
                           職印 

登 録 番 号 
及び電話番号     （8） 

登録番号 
第           号 

              

電話番号 
      －    －     

補 助 者 
事務所所在地 
氏    名 

 
 
 

印 

マーク 日本行政書士会連合会統一用紙

０３（６４３５）７３３０ 

等職務上請求書 

              長 殿

様式第 1 号（第 2 条第 2 項関係）

＜控え＞
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戸 籍 謄 本       

等職務上請求書 

住民票の写し 

 

記入にあたっての注意事項 

 

 (1)(2)欄・・・戸籍謄本等、又は戸籍の附票の写しの請求の場合は、本籍・筆頭者を、また、住民票の写し等

の請求の場合は、住所・世帯主を記入する。 

 (3)欄・・・戸籍の抄本・記載事項証明書又は住民票の写しの請求の場合は、請求に係る者の氏名（外国人

にあっては通称のみにても可。）、又は請求に係る者の範囲を記入する。 
 (4)欄・・・住民基本台帳法第 12 条の 3 第 7 項による基礎証明事項とは、氏名、出生の年月日、男女の別 

               等、住民基本台帳法第 7 条第 1 号から第 3 号まで及び第 6 号から第 8 号までに定める事項（外

国人にあっては第 30 条の 51 による読み替えあり）をいい、これ以外の住民票の記載事項を記

載した写し等を求める場合はその求める事項を記入する。 
(5)欄・・・「上記に該当する具体的事由」欄には、「権利行使又は義務履行」に該当する場合①権利又は義

務の発生原因②権利又は義務の内容③戸籍等の記載事項の確認を必要とする理由を、「国等に提

出」に該当する場合①戸籍謄本等を提出すべき国又は地方公共団体の機関②当該機関への提出

を必要とする理由を、「その他正当な理由」に該当する場合①戸籍等の記載事項の利用の目的②

利用の方法③記載事項の利用を必要とする事由を記入する。なお、外国人について基礎証明事項

のほかに在留資格等の記載を求めるときは、利用目的等をより詳細に記載する。 

(6)欄・・・提出先がない場合の処理とは、依頼者に渡す、内容確認後に請求者が管理・破棄する等、 

実際に処理する方法を記入する。 

(7)(8)欄・・・行政書士法人が請求する場合は、事務所名に法人の名称、行政書士氏名に社員の氏名、登録 
番号に行政書士法人番号を記入する。 

 

厳 守 事 項 

 

１．この用紙は、行政書士又は行政書士法人として職務上必要な場合以外使用してはならない。 

２．この用紙を使用して行政庁窓口に出向き請求する場合、行政書士は行政書士証票又は会員証を、行

政書士法人は有効な登記事項証明書を必ず提示し、行政書士徽章を着用すること。また、使者とし

て補助者が請求する場合は、単位会が発給した補助者証を必ず提示し、補助者章を着用すること。 

   ３．その他、この用紙を使用する際は、「職務上請求書の適正な使用及び取扱いに関する規則」を厳守 
すること。 

※ 偽りその他不正の手段により戸籍謄本等、住民票の写し等の交付を受けると３０万円以下の罰金 
に処せられます。（戸籍法第１３３条、住民基本台帳法第４６条等） 

 
 日本行政書士会連合会マーク 

様式第 1 号（第 2 条第 2 項関係）

＜原紙裏面＞

行政書士又は行政書士法人が使用する戸籍謄本・住民票の写し等職務上請求書用紙は、
日本行政書士会連合会が作成するものであり、他の何人も独自にこれを作成してはならない。
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令和  年  月  日 
 行政書士会 

会 長           殿 
 

登録（法人）番号   ： 
支  部           ： 
氏  名（法人名称）：          

職印 

「戸籍謄本・住民票の写し等職務上請求書」 

購 入 申 込 書 

 
１．購入部数（いずれかに○を付し、必要事項を記入すること。） 

１冊 ２冊 ３冊以上 
（       ）冊

備考：所属する社員行政書士の数 
（       ）名

※「3 冊以上」は、行政書士法人である会員のみ選択できます。 
 

２．業務の種類（主たる取扱い業務を明記すること。） 
 
 
 

３．添付書類（添付するものに○をつけること。） 
 

 ① 誓約書 

 ② 使用済み職務上請求書の控え 
＜添付しない場合の理由＞ 
・初回の購入申込み 
・紛失 その他（顛末書により詳細な理由を記載すること） 

③ 会則第62条の２第３項に定める倫理研修を修了したことを証する書類 

 
 ※以下は記入しないでください。 
払出し番号 
 
 

特記事項 

確
認
印 

申込書 誓約書 控え 払出履歴 倫理研修

   

様式第2号（第22条関係） 
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誓 約 書 
 

 私（達）は、「戸籍謄本・住民票の写し等職務上請求書（以下「職務上請求書」という。）」

の購入及び使用に際し、以下の事項を誓約します。 

 

１．私（達）が職務上請求書を取り扱う際の誓約 

（１）職務上請求書は、行政書士として職務上必要な請求に限り使用し、これ以外の請求

や、身元調査等人権侵害のおそれがある場合は、使用しません。 

（２）職務上請求書には、日本行政書士会連合会が定めた記入要領に反した記載（記入要

領の定めにより記載することとされた事項を記載しないことを含む。）は行いません。 

（３）職務上請求書には、不実の記載をしません。 

（４）控えは２年間保管し、所属単位会等からの提出要請があれば、これに応じます。 

（５）廃業の届出その他行政書士法第７条の規定により登録が抹消されることとなった場

合又は解散の届出その他行政書士法第１３条の１９の規定により解散することとなっ

た場合は、所属単位会に未使用分の職務上請求書を速やかに返戻します。 

２．私（達）以外の者による職務上請求書の不正使用を防止するための誓約 

（１）職務上請求書は、何人にも譲り渡さず、かつ使用人である行政書士に使用させる場

合又は使者として補助者を用いる場合を除き、他人に使用させません。 

（２）職務上請求書は、盗難、紛失又は毀損を防止するよう適切に管理し、紛失、盗難時

には、速やかに所属単位会に報告するとともに、警察署に届け出ます。 

（３）私（達）の使用人である行政書士又は補助者が、私（達）が購入した職務上請求書

に関して行った行為については、その責任を負います。 

３．上記１又は２に違背することは、行政書士又は行政書士法人の信用又は品位を害し、行政

書士又は行政書士法人たるにふさわしくない重大な非行に該当し、処分を受けるに相当する

ものであることを認識します。 

４．職務上請求書の不適切な取扱いに関して、都道府県知事による懲戒処分又は所属単位会に

よる会則の規定に基づく処分がなされた場合には、以下の措置が取られることについて、何

ら異議を申し立てません。 

（１）所属単位会に未使用分の「職務上請求書」を速やかに返戻し、一定期間新たな購入

ができないこと。 

（２）日本行政書士会連合会が定める方法により、氏名又は法人名称及び処分内容等が一

般国民に対し一定期間公表されること。 

 

日   付 令和  年  月  日 所属単位会             会 
登録（法人）番号  会員番号   

氏名（法人名称） 職印 

＜以下、単位会記入欄＞ 

払出し管理番号  

 

様式第3号（第22条関係） 
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令和  年  月  日 

行政書士会 
会 長           殿 
 

「戸籍謄本・住民票の写し等職務上請求書」 

控え用紙紛失報告書 

登録（法人）番号   ： 
支  部           ： 
氏  名（法人名称）：           

職印 

私（達）は、使用済みの「戸籍謄本・住民票の写し等職務上請求書」の控え用紙を

紛失しましたので、今般の購入申込みにあたり、その請求内容について以下のとおり

報告します。 
紛失した控え用紙の払出し番号  

請求 
内容 

請 求 日  
請求の種別  

請求に係る者の氏

名・本籍又は住所 

氏名： 

本籍･住所： 

利用目的の種別 請求に際し明らかにしなければならない事項 

戸籍法第10条の2第1

項等、住民基本台帳法

第 12 条の 3 第 1 項等

による業務を遂行す

るために必要な場合 

業務の種類： 

依頼者の氏名又は名称： 

依頼者について該当する事由 
□権利行使又は義務履行 □国等に提出 □その他正当な理由 
上記に該当する具体的事由： 

提出先 又は 提出先が

ない場合の処理 

 

以 上 

様式第4号（法第 23条第1項関係）
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令和  年  月  日 
行政書士会 

会 長           殿 

 

「戸籍謄本・住民票の写し等職務上請求書」 

利用目的の種別欄等未記入理由書 

登録（法人）番号   ： 
支  部           ： 
氏  名（法人名称）：           

職印 

私（達）は、「戸籍謄本・住民票の写し等職務上請求書」を使用する際、「利用目的

の種別」欄又は「提出先又は提出先がない場合の処理」に記入しませんでしたので、

今般の購入申込みにあたり、その未記入箇所の内容及び理由について、以下のとおり

報告します。 
控え用紙の払出し番号  

請求に係る者の氏名・

本籍又は住所 

氏名 

本籍･住所 

利用目的の種別 請求に際し明らかにしなければならない事項 

戸籍法第 10 条の 2 第 1

項等、住民基本台帳法第

12 条の 3 第 1 項等によ

る業務を遂行するため

に必要な場合 

業務の種類： 

依頼者の氏名･名称： 
依頼者について該当する事由 
□権利行使又は義務履行 □国等に提出 □その他正当な理由 
上記に該当する具体的事由： 

提出先 又は  
提出先がない場合の処理 

 

記入しなかった理由  

 

  以 上 

様式第5号（法第23条第2項関係）
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重要書類 
職務上請求書 払出し履歴管理表 

 
登録(法人)番号：＊＊＊＊＊＊＊＊＊ ＊＊＊＊支部   氏名(法人名称)：＊＊＊＊＊＊＊ 

 
No.    

 申込日 払出日 方法 受領 
確認 払出し番号 確認日 確認印 備 考 

1 
年

/ 
年

/ 
直／郵 受 ～ 

年

/ 

2 
年

/ 
年

/ 
直／郵 受 ～ 

年

/ 

3 
年

/ 
年

/ 
直／郵 受 ～ 

年

/ 

4 
年

/ 
年

/ 
直／郵 受 ～ 

年

/ 

5 
年

/ 
年

/ 
直／郵 受 ～ 

年

/ 

6 
年

/ 
年

/ 
直／郵 受 ～ 

年

/ 

7 
年

/ 
年

/ 
直／郵 受 ～ 

年

/ 

8 
年

/ 
年

/ 
直／郵 受 ～ 

年

/ 

9 
年

/ 
年

/ 
直／郵 受 ～ 

年

/ 

10 
年

/ 
年

/ 
直／郵 受 ～ 

年

/ 

11 
年

/ 
年

/ 
直／郵 受 ～ 

年

/ 

12 
年

/ 
年

/ 
直／郵 受 ～ 

年

/ 

13 
年

/ 
年

/ 
直／郵 受 ～ 

年

/ 

14 
年

/ 
年

/ 
直／郵 受 ～ 

年

/ 

15 
年

/ 
年

/ 
直／郵 受 ～ 

年

/ 

16 
年

/ 
年

/ 
直／郵 受 ～ 

年

/ 

17 
年

/ 
年

/ 
直／郵 受 ～ 

年

/ 

18 
年

/ 
年

/ 
直／郵 受 ～ 

年

/ 

19 
年

/ 
年

/ 
直／郵 受 ～ 

年

/ 

20 
年

/ 
年

/ 
直／郵 受 ～ 

年

/ 

様式例
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職務上請求書払出し履歴管理表 

～ 記 入 方 法 ～ 

 
 
 
１．「申込日」欄 

購入の申込みを受付けた年月日を記入する。 例：『 R1 年 5／1 』 
 
２．「払出日」欄 

払出しを行った年月日を記入する。 例：『 R1 年 5／1 』 
 
３．「方法」「受領確認」欄 

払出し方法及び受領の確認結果を記入する。 
・直接手渡しによる場合  

⇒ 「直」に「○」を付す。 
・郵送（本人限定受取郵便）による場合 

 ⇒ 「郵」に「○」を付す。その後、配達結果を確認したら「受」に「○」を付す。 
 
４．「払出し番号」欄 

払い出した請求書の番号を記入する。 
 
５．「確認日」「確認印」欄 

２回目以降の購入時には控えが提示されるので、使用がすべて終わっていることが確認できたも

のについて、該当する番号に対応した欄に確認の日付を記入する。また、確認者により押印する。 
※ 払出し済みであってこの確認印がないものが、会員が現在未使用で所有している冊数となる。 

 
６．「備考」欄 

審査になったものの詳細（疑義の内容）や、控えが提示されず「顛末書」の提出による払出しを

行った場合、又は払出しを行わなかった場合には、その旨記載しておく。 
 
 

以上 

様式例＜次葉＞ 
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- - 1 - - 

戸籍謄本・住民票の写し等職務上請求書 

記入要領 

平成３０年７月 
日本行政書士会連合会 

 
１．「本籍・住所」欄・「筆頭者の氏名・世帯主の氏名」欄 

戸籍謄本等又は戸籍の附票の写しの請求の場合は、本籍・筆頭者を、また、

住民票の写し等の請求の場合は、住所・世帯主を記入すること。 
 
２．「請求に係る者の氏名・範囲」欄 

戸籍の抄本・記載事項証明書又は住民票の写しの請求の場合は、請求に係

る者の氏名、又は請求に係る者の範囲を記入すること。 
 
３．「住民基本台帳法第１２条の３第７項による基礎証明事項以外の事項」欄 

住民基本台帳法第 12 条の 3 第 7 項による基礎証明事項とは、氏名、出生

の年月日、男女の別等、住民基本台帳法第 7 条第 1 号から第 3 号まで及び第

6 号から第 8 号までに定める事項をいい、これ以外の住民票の記載事項を記

載した写し等を求める場合はその求める事項を記入する。 
 
４．利用目的の種別の「業務の種類」欄 

行政書士業務として職務上の請求が必要であることが判別できるよう、依

頼者からの依頼内容を記入すること。 
 
５．利用目的の種別の「依頼者の氏名又は名称」欄 
  職務上請求書の使用に係る事件の依頼者名を記入すること。 

＜参考＞ 

官公署に提出された職務上請求書が情報公開請求で開示されることにより、依頼者名が公になる 

ことに対する危惧については、「行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成 11年法律第 42

号）」第 5 条及び第 7条や各自治体の情報公開条例等により、特定の個人が識別され得る情報は、公

益上の理由による裁量的開示の場合等を除き、開示しないこととされている。 

 
６．利用目的の種別の「依頼者該当事由・それに該当する具体的事由」欄 

・「権利行使又は義務履行」に該当する場合 
 ①権利又は義務の発生原因②権利又は義務の内容③戸籍等の記入事項の

確認を必要とする理由を記入すること。 
・「国等に提出」に該当する場合 

-23-



- - 2 - - 

 ①戸籍謄本等を提出すべき国又は地方公共団体の機関②当該機関への提

出を必要とする理由を記入すること。 
・「その他正当な理由」に該当する場合 
 ①戸籍等の記入事項の利用目的②利用の方法③記入事項の利用を必要と

する事由を記入すること。 
 
７．「提出先又は提出先がない場合の処理」欄 

官公署に提出する書類の作成及びその手続に係る請求の場合は、当該提出

先官公署の名称を、権利義務又は事実証明に関する書類の作成に係る請求の

場合は、実際に処理する方法を踏まえた提出先を記入すること。 
提出先がない場合の処理とは、依頼者に渡す、内容確認後に請求者が管

理・破棄する等、実際に処理する方法を記入する。 
 
８．「補助者 事務所所在地・氏名」欄 

使者として補助者（行政書士法施行規則第５条又は第１２条の３に規定す

る「補助者」で、単位会に届け出ている者）が請求する場合は、当該補助者

の氏名及び所属の事務所所在地を記入すること。 
 
【その他】 
１．旧電話番号の訂正について 
  平成 26 年 10 月 14日の日本行政書士会連合会の移転に伴い電話番号も変更

になったため、移転以前に払い出された職務上請求書の様式については、記

載されている旧電話番号を以下のとおり訂正したうえで使用すること。 
 

           
 

以上 
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宮崎県行政書士会規則 

職務上請求書の適正な使用及び取扱に関する規則 

 

（目 的） 

第１条 この規則は、日本行政書士会連合会(以下「日行連という。)が発行する「戸籍

謄本・住民票の写し等職務上請求書」(以下「職務上請求書」という。)の使用及び取

り扱い等に関し、日行連が定める「職務上請求書の使用及び取り扱いに関する規則」

(以下「取扱規則」という。)第 36 条及び第 37条の規定に基づき、必要なことを定め

ることを目的とする。 
 
（職務上請求書の使用等） 

第２条 会員は、職務上請求書の使用及び取り扱いに当たっては、取扱規則に定めると

ころに従わなければならない。 
 
（職務上請求書の購入） 

第３条 職務上請求書は、次条による場合を除き、使用しようとする行政書士又は補助

者が本会事務局に来局の上購入しなければならない。 
２ 職務上請求書を購入しようとする者は、戸籍謄本・住民票の写し等職務上請求書取

扱いに関するガイドライン（日本行政書士会連合会制定）に定める購入申込書、誓約

書、日本行政書士会連合会会則第 62 条の 2 第 3 項に定める倫理研修を修了したこと

を証する書類並びに使用済の職務上請求書を添えて宮崎県行政書士会事務局に申し

込まなければならない。 
 
（郵送による職務上請求書の購入） 

第３条の２ 職務上請求書は、郵送の方法による購入を申し込むことができる。この場

合の手続きは、取扱規則第 26 条第 2 項及び第 27 条第 2 項に定めるところによる。 
２ 前項の規定により郵送による購入を申し込もうとする者の購入手続きは、前条第２

項の規定を準用する。 
３ 第１項の規定に基づき職務上請求書を購入使用とする者は、職務上請求書の代金及

び郵送料（本人限定特別郵便に係る料金）を納入しなければならない。 
 

（研修の受講義務） 

第３条の３ 職務上請求書を購入する者は、日本行政書士会連合会会則第 62 条の 2 第

3 項に定める研修を受けなければならない。 
 
（事務局への委任） 

第４条 取扱規則第 37 条に基づき事務局へ委任する事務は、次のとおりとする。 
 一 取扱規則第 21 条に規定する購入履歴の管理 
 二 取扱規則第 22 条第 1 項に規定する確認 
 三 取扱規則第 23 条第 4 項に規定する会長への報告 
 四 取扱規則第 24 条第 1 項に規定する会長への報告 
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 五 職務上請求書の記入方法等の教示に関する事務 
２ 事務局は、前項第三号及び第四号に規定する報告をしようとするときは、第１号様   

式によるものとする。 
 
（払出しに伴う審査） 

第５条 取扱規則第 24 条第 1 項に定める払出しの可否及び払出しの凍結の期間を審査

する所管部署は、副会長及び会長の指名する部長で構成される会議体（以下『審査委

員会』という。）とする。 
２ 審査委員会は、取扱規則第 23 条第 4 項及び第 24 条第 1 項の規定に該当する購入

申込みに対し、当該申込みに係る払出しの可否及び冊数並びに払出しの凍結の期間に

ついて審査する。 
 
（職務上請求書の払出しの制限） 

第６条 会長は、前条第 2 項の審査結果に基づき、払出しについて以下のとおり制限す

ることができる。ただし、この制限はあわせてすることができる。 
 一 ３ヶ月以内の払出しの凍結 
 二 払出し冊数を 1 冊に限定 
２ 会長は、前条の審査を行ってもなお疑義がある場合には、職務上請求書の払い出し

は行わない。 
（使用済の職務上請求書の内容調査） 

第７条 会長は、任意のひと月を調査対象期間と定め、調査対象期間に第３条第２項及

び第３条の２第２項の定めるところにより提出された使用済の職務上請求書を事務

局において保管することができる。 
２ 副会長及び会長の指名する部長は、保管された使用済の職務上請求書の内容及び職

務上請求書の購入履歴を調査し、以下各号のいずれかに該当するものがあれば、第１

号様式により会長に報告しなければならない。 
一 行政書士又は行政書士法人業務と認められない利用目的の種別欄等 
二 誤記入や不明確な記載の頻出、その他使用方法または記載内容に疑義のあるもの 
三 基準を超える使用頻度 
四 日本行政書士会連合会規則「職務上請求書の適正な使用及び取扱いに関する規則」

第 23 条に規定する「控え用紙紛失報告書」、「利用目的の種別欄等未記入理由書」

又は「顛末書」が付された購入申込み 
３ 調査対象期間中に保管された使用済の職務上請求書は、前項の調査が終了した後、

郵送により会員に返却する。 
４ 前項の返却に要する費用は本会が負担する。 
（疑義ある事案への措置） 
第８条 会長は、前条の調査により当該違背の疑義があると認めた場合、職務上請求書

の使用状況等の報告をもとめ、必要に応じて措置を講ずることができる。 
２ 前項の措置を講ずるにあたり、当該行政書士（当該行政書士が使用人である行政書

士の場合は、その者を使用する開業の行政書士）又は行政書士法人に対し、未使用の

職務上請求書（一部使用済みのものを含む。）、職務上請求書の使用済み控え、事件簿、

領収証の控えその他必要な書類の提出を求めることができる。 
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附 則 

１ この規則は平成２３年２月２５日から施行する。 
２ この規則は令和３年４月１３日から施行する。 
３ この規則は、令和５年２月２７日から施行する。ただし、第３条２項、第３条の３

の研修に係る規定については、令和４年８月３１日（日行連会則認可の日）から起算

して１年を経過した日から施行する。 
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様式第１号〔職務上請求書の適正な使用及び取扱に関する規則 第４条第２項，第７条第２項〕 

 

報告書 

 

年  月  日 

宮崎県行政書士会 

会長          殿 

 

       報告者             

 

 

行政書士又は行政書士法人名：           （    支部） 

 

上記会員につき、宮崎県行政書士会規則「職務上請求書の適正な使用及び取扱に関

する規則」第４条第２項及び第７条第２項が定める下記事由中、✔項目への該当ある

こと報告します。 

 

１、□ 職務上請求書の購入申し込みを受けるにあたり、日本行政書士会連合会規

則「職務上請求書の適正な使用及び取扱いに関する規則」第２３条第４項に

定める下記文書が付されていた。 

   （１）□ 控え用紙紛失報告書 

（２）□ 利用目的の種別欄等未記入理由書 

（３）□ 顛末書 

 

２、□ 使用済の職務上請求書に関し下記事由が存在する。 

（１）□ 行政書士又は行政書士法人業務と認められない利用目的の 

      種別欄等の記載 

（２）□ 誤記入や不明確な記載の頻出 

 

３、□ 職務上請求書の異常な使用頻度が認められる。 
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会員の皆様へ 
日本行政書士会連合会 

 

 

 

 

 

 

 

〇概要 

令和３年の職務上請求書の不正使用による事件を契機として、再発防止を徹底するため、国家資格者た

る行政書士の素養の一つとして必要な倫理について、それを養い維持するための研修の受講を“義務”と

する会則改正がなされました（日本行政書士会連合会会則 62 条の２第三号）。倫理研修の実施のために

必要な事項は、日本行政書士会連合会倫理研修規則により定められました（令和５年８月３１日施行）。 

 

〇研修科目 

 

 

 

〇受講方法 

 中央研修所研修サイト（https://gyosei.informationstar.jp/） 

で提供されるビデオ・オン・デマンド（ＶＯＤ）コンテンツを視聴していただきます 

                       中央研修所研修サイトへのアクセスはこちら→ 

※視聴には PC・スマートフォン等が必要です。 

※中央研修所研修サイト（ＶＯＤ）での受講が困難な場合は、ご所属の単位会にご相談ください。 

※初回は、ID,パスワードの発行が必要です。 

 

〇受講期限（初回） 

①令和５年８月３１日時点で会員である者 

  令和６年３月３１日までに受講し、修了する。 

 

②令和５年８月３１日以降新規に登録を受けた者 

  登録月の翌月初日から起算して３か月以内に受講し、修了する。 

  例：令和５年１０月１日に登録した者 ⇒ 令和６年１月３１日まで 

 

＜参考（次回期限）＞ 

 修了日の５年後の日が属する年度の３月３１日 

 例：令和５年９月１日に修了した場合⇒令和１１年３月３１日 

  ※ただし、令和５年３月３１日までに修了した場合は、令和１１年３月３１日とする。 

  

①行政書士法及び関係法令     ②人権     ③職業倫理     ④職務上請求書の適正使用 

3月 15日より配信開始 
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① 中央研修所研修サイトへログイン。 
（https://gyosei.informationstar.jp/） 

※初回は ID、パスワードの発行が必要。 

※「ID、パスワード申込」より申込してください。     中央研修所研修サイトはこちら 

  

 

 

② 「講座一覧」から「一般倫理研修」を選択し、最後まで視聴（約３時間）。 

 ＜受講指定科目＞ 

①「行政書士法及び関係法令」 

 ②「人権」 

 ③「職業倫理」 

 ④「職務上請求書の適正使用」 

 ※４科目すべてを受講したのち、テストを受講する必要があります。各科目の動画内にキーワード

が一つずつ散りばめられておりますので、ご注意ください。 

 

 

 

③ すべての講座を視聴後、テストを受講。 

 ※すべての講座の視聴率を 100％にする必要があります。 

 ※テストに合格しないと修了証が発行できません。 

 

 

 

④ テスト合格後、「修了証発行」をクリックして研修修了。  

※修了証は職務上請求書の購入時に必要となります。 

※必要に応じてご自身のプリンターで印刷してください。 

 

 

※より詳細な流れについては、会員サイト連 con に掲載している「中央研修所研修サイト利

用マニュアル（一般倫理研修）」をご確認ください。 

ＶＯＤ研修受講の流れ 

3 月 15 日より配信開始 
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分散受講スケジュール
北海道行政書士会
秋田県行政書士会
岩手県行政書士会
青森県行政書士会
福島県行政書士会
宮城県行政書士会
山形県行政書士会

2
愛知ブロック

愛知県行政書士会
4月5日（水）〜4月11日（火）
6月21日（水）〜6月27日（火）

三重県行政書士会
滋賀県行政書士会
京都府行政書士会
奈良県行政書士会
和歌山県行政書士会
兵庫県行政書士会
鳥取県行政書士会
島根県行政書士会
岡山県行政書士会
広島県行政書士会
山口県行政書士会
香川県行政書士会
徳島県行政書士会
高知県行政書士会
愛媛県行政書士会

5
大阪ブロック

大阪府行政書士会
4月26日（水）〜5月2日（火）
8月2日（水）〜8月8日（火）

6
東京23区内
   ブロック 東京都行政書士会

5月3日（水）〜5月9日（火）
6月14日（水）〜6月20日（火）

東京都行政書士会
神奈川県行政書士会
千葉県行政書士会
茨城県行政書士会
栃木県行政書士会
埼玉県行政書士会
群馬県行政書士会
長野県行政書士会
山梨県行政書士会
静岡県行政書士会
新潟県行政書士会
岐阜県行政書士会
福井県行政書士会
石川県行政書士会
富山県行政書士会
福岡県行政書士会
佐賀県行政書士会
長崎県行政書士会
熊本県行政書士会
大分県行政書士会
宮崎県行政書士会
鹿児島県行政書士会
沖縄県行政書士会

8

北関東ブロック
5月17日（水）〜5月23日（火）
7月19日（水）〜7月25日（火）

9

中部ブロック

5月24日（水）〜5月30日（火）
7月26日（水）〜8月1日（火）

1

北海道・
東北ブロック

3月29日（水）〜4月4日（火）
6月7日（水）〜6月13日（火）

3

近畿ブロック
（大阪除く）

4月12日（水）〜4月18日（火）
6月28日（水）〜7月4日（火）

4

中国・
四国ブロック

4月19日（水）〜4月25日（火）
7月5日（水）〜7月11日（火）

7
東京23区外・
南関東ブロック

5月10日（水）〜5月16日（火）
7月12日（水）〜7月18日（火）

10

九州ブロック

5月31日（水）〜6月6日（火）
8月9日（水）〜8月15日（火）
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